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至 令和7年3月31日 法人名
公益財団法人愛知臨海環境
整備センター

別表Ｃ(5) 特定費用準備資金
別表Ｃ(2)　控除対象財産 における４．特定費用準備資金の明細となるほか、別表Ａ(1)及びＡ(2) 収支相償の計算 における公益目的事業に係る特
定費用準備資金に関する調整、別表Ｂ(5) 公益目的事業比率算定に係る計算表における特定費用準備資金当期積立額及び取崩額、別表Ｃ(1) 遊
休財産額の保有制限の判定における特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額及び特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額の
算出に用います。

事業
番号

公 1
 特定費用準備資金の名称
 （貸借対照表科目名）

３号地処分場廃止準備金

将来の特定の活動の名称 衣浦港３号地処分場廃止準備金事業

当該活動の内容
衣浦港３号地処分場の埋め立て終了後、廃止までに係る維持管理並びに浸出液処理施設等の
修繕（大規模修繕を含む。）

計画期間（事業年度） 令和 5 年度　～ 令和 14 年度　（ 10 年間　）

当該活動の実施予定時期
埋立終了から廃止までの間（令和１５年度から４４年度まで）。ただし、浸出液処理施設の修繕（
大規模朱然も含む）は、必要に応じ埋立期間中（令和１４年以前）の実施もあり得るものとする。

積立限度額の算定方法

○浸出液処理施設修繕費（資産取得あり）　27百万円×30年＝810百万円
○浸出液処理施設大規模修繕費　3,600百万円
○浸出液処理施設管理費、薬品費　117百万円×10年＝1,170百万円
○浸出液処理施設（資産取得なし）　27百万円×10年＝270百万円

当該事業年度の目的外取崩し
（当該事業年度に取崩しを
行った場合のみ）

１．控除対象財産における特定費用準備資金並びに公益目的事業比率における当期積立額及び取崩額の計算

【計画全体】（経過年度は実測値を記載）

年度
利益の
繰入割合

積立額 取崩額
特定費用準備資金の額

（累計）
年度末の積立限度額

5 899,955,000 円 円 899,955,000円 5,850,000,000円

6 2,232,000 円 円 902,187,000円 5,850,000,000円

7 900,000,000 円 円 1,802,187,000円 5,850,000,000円

8 600,000,000 円 円 2,402,187,000円 5,850,000,000円

9 600,000,000 円 円 3,002,187,000円 5,850,000,000円

10 600,000,000 円 円 3,602,187,000円 5,850,000,000円

11 1,200,000,000 円 円 4,802,187,000円 5,850,000,000円

12 1,047,813,000 円 円 5,850,000,000円 5,850,000,000円

13 円 円 5,850,000,000円 5,850,000,000円

14 円 円 5,850,000,000円 5,850,000,000円

円 円 円 5,850,000,000円

※1　当該年度の収益事業等の利益の繰入割合を選択してください。

【当年度】　（計画全体のうち、当年度分の数字を転記）

年度 積立額 取崩額
特定費用準備資金の額

（累計）
積立限度額

6 2,232,000円 0円 902,187,000円 5,850,000,000円

算出した数値を、各事業別に、それぞれ、別表Ｂ(5)Ⅴ（特定費用準備資金当期積立額)及びＢ(5)Ⅵ（特定費用準備資金当期取崩額)に転記してください。

また、当該特定費用準備資金が、公益目的事業に要する資金である場合、算出した数値を、それぞれ、別表Ｃ(1)の特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額(19欄)及び特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額(23欄)に算入してください。

※1



算出した数値を、各事業別に、それぞれ、別表Ｂ(5)Ⅴ（特定費用準備資金当期積立額)及びＢ(5)Ⅵ（特定費用準備資金当期取崩額)に転記してください。

また、当該特定費用準備資金が、公益目的事業に要する資金である場合、算出した数値を、それぞれ、別表Ｃ(1)の特定費用準備資金の公益実施費用額への算入額(19欄)及び特定費用準備資金の公益実施費用額からの控除額(23欄)に算入してください。



２．公益目的事業全体の収支相償における特定費用準備資金の当期積立額及び取崩額の計算

【当該特定費用準備資金が、公益目的事業に係る資金である場合のみ、記入してください。】

【計画全体】（当年度までの数値を記入(将来の数値は記入不要)）

年度
収支相償上の
積立限度額

収支相償上の積立額
収支相償上の
取崩限度額

収支相償上の取崩額
収支相償上の特定費用
準備資金の額（累計）

5 899,955,000円 円 0円 円 0円

6 2,232,000円 円 0円 0円 0円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

※２　収支相償上の積立額及び取崩額は、それぞれの限度額の範囲内で記載してください。

【当年度】（計画全体のうち、当年度分の数字を転記）

年度
収支相償上の
積立限度額

収支相償上の積立額
収支相償上の
取崩限度額

収支相償上の取崩額
収支相償上の特定費用
準備資金の額（累計）

6 2,232,000円 0円 0円 0円 0円

※2 ※2

収益事業等の利益の50％を公益目的事業財産に繰入れる場合には、算出した数値を、それぞれ、別表Ａ(1)（収益事業等の利益額の50％を繰入れる場合）の公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(10欄)に算入してください。

収益事業等の利益の50％超を公益目的事業財産に繰入れる場合には、算出した数値を、それぞれ、別表Ａ(2)（収益事業等の利益額を50％を超えて繰入れる場合）の公益目的事業に係る特定費用準備資金に関する調整(11欄)に算入してください。

※2 ※2


